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重要イベント① 米国の金融政策  

6月13、14⽇開催のFOMC（米連邦公開市場委員会）では利上げ実施の公算が高く、その後の利上げタイミン
グなどに関する言及が注⽬されます。また、FRB（米連邦準備制度理事会）のバランスシート圧縮に関しても、実
施開始のタイミング、圧縮ペースなどの詳細が⽰される可能性があります。 

重要イベント② ユーロ圏の金融政策 
6月8⽇開催のECB（欧州中央銀行）理事会では政策金利変更の可能性は低いものの、債券・為替市場の動
向を探る上で、量的緩和終了に対する言及が注⽬されます。 

重要イベント③ 中国の過剰投融資抑制策と景気 
中国では、金融当局は不良債権の膨張などの金融リスクを防ぐために、過剰な融資や理財商品への投資を抑制し
ようとしていますが、結果的に金融環境が引き締まり、景気にも減速の兆しが⾒え始めたようです。マネーサプライ、社
会資金調達金額などに金融引き締めの影響が現れるかが注⽬されます。 

重要イベント④ 日本の金融政策 
⽇本銀行の国債利回りコントロールのもとで、国債購入額などの量的緩和⽬標の位置づけがあいまいになっています。
6月15、16⽇の金融政策決定会合で、量的緩和⽬標に対する新たな方針が⽰されるかが注⽬されます。 
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 上記は、すべて現地時間で作成しており、作成時点で利用可能な最新の情報を用いておりますが、発表⽇は変更される可能性があります。 
（出所）Bloombergデータ等より野村アセットマネジメント作成 

予定

2⽇(金) 米国 雇用統計（5月）

8⽇(木) 中国 貿易収支（5月）

8⽇(木) ユーロ圏 金融政策発表

8⽇(木) 英国 総選挙

11⽇(⽇) フランス 国民議会選挙1回⽬投票、18⽇2回⽬投票

12⽇(月)頃 中国 マネーサプライ、社会資金調達金額（5月）

14⽇(水) 中国 小売売上高、鉱工業生産指数、固定資産投資（5月）

14⽇(水) 米国 消費者物価指数、小売売上高（5月）

14⽇(水) 米国 金融政策発表

16⽇(金) ⽇本 金融政策発表

19⽇(月) ⽇本 貿易収支（5月）

30⽇(金) ⽇本 全世帯家計調査、失業率、有効求人倍率、消費者物価指数、鉱工業生産指数（5月）

30⽇(金) 米国 個人所得・個人消費支出、個人消費支出デフレーター（5月）
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○野村アセットマネジメントHP（http://www.nomura-am.co.jp/）からは、 

 ホーム画面 ＞ マーケット情報 ＞ マーケットコメント 

 とクリックしていただくことで、アクセスできます。 

 こちらのページからは、過去のマーケットコメントもご覧いただけます。 
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